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（長期方針）

効率的なアクセス業務の在り方について

２０１９年 ３月 ８日
広域系統整備委員会事務局

第39回 広域系統整備委員会
資料１
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 効率的なアクセス業務の在り方について

【経緯】
 第２４回広域系統整備委員会（2017年6月26日）
 第２５回広域系統整備委員会（2017年8月4日）
 第２６回広域系統整備委員会（2017年9月26日）
 事業者ニーズ調査アンケートの実施（2017年10月）
 第２９回広域系統整備委員会（2018年1月15日）
 第３１回広域系統整備委員会（2018年3月9日）
 第３６回広域系統整備委員会（2018年9月26日）
 第３８回広域系統整備委員会（2019年1月25日）
 現行ルールにおける課題への対応策を踏まえた、『アクセス検討プロセス』の詳細検討に
ついて、内容を議論。

前回委員会で頂いたご意見等を踏まえ整理したので、ご議論頂きたい。
１．アクセス検討プロセス フロー（案） ・・・ｽﾗｲﾄﾞ 3～4
２．一括検討（補償契約不履行への対応） ・・・ｽﾗｲﾄﾞ 5～11
３．デポジット(保証金)制の導入ついて ・・・ｽﾗｲﾄﾞ12～16
４．アクセス検討プロセスの予見性に関する情報 ・・・ｽﾗｲﾄﾞ17～28
５．導入に向けたスケジュールについて ・・・ｽﾗｲﾄﾞ29～30

【今回ご説明及びご議論頂きたい事項】
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１．アクセス検討プロセス フロー（案）
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１．アクセス検討プロセス フロー（案）
～前回のおさらい～

 実務における課題への方策を踏まえた新たなアクセス検討フロー案の概要は、以下のとおり。

アクセス検討プロセス 業務フロー（案）

個
別
検
討

一
括
検
討

個別③
技術検討

契約
申込個別②

接続検討

【公開情報】
系統情報

標準単価・工期
等

（閲覧無料）

事業性
判断

期限
1年

契約
手続き

期限
20営業日
以内

（必須）

個別①
事前相談

（任意）

系統状況変化など、
空容量に連系できない場合
(暫定的な容量確保は不可)

一括検討へ移行

連系
承諾

検討申込み
（都度）

標準期間:1ヵ月

（必須）

標準期間:3ヵ月

一括③
技術検討

•負担可能上限額申告

契約
申込

一括②
接続検討

事業性
判断

期限
20
営業
日

事業性
判断

期限
20
営業
日

（必須）
（有料） （必須）

・・・

個別検討から
移行

（個別検討中
の事業者） A

B C

D

J

K L M

E

受付期間
2~3ヵ月

一括①
一括検討に関する

情報公表

（閲覧無料）
工事費負担金契約

／容量確定

契約
手続き

期限
20営業日

連系
承諾

辞退
発生時

一括④
技術検討
（再）

•デポジット（保証金）
／暫定的な容量確保 •工事費負担金補償契約

（解除条件付き）

標準期間：3ヵ月 標準期間：3ヵ月

工事費負担金契約
／容量確定

•デポジット（保証金）
／暫定的な容量確保

標準期間：６ヵ月
または必要期間

標準期間：6ヵ月
または 合意期間

（※）申込者多数の場合など、期間延長の可能性あり。

（※） （※）
（※）
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２．一括検討

（補償契約不履行への対応）



6２．一括検討
（補償契約不履行事業者発生時の一括検討での対応について）

【方策④】 工事費負担金補償契約の締結

 アクセス検討プロセスにて再検討の繰り返し防止策として、前述の『補償契約の早期締結』を導入する。

プ
ロ
セ
ス
完
了

連
系
承
諾

補償義務

確
定

負
担
金
補
償
額

A) 接続契約申込み時点での補償契約締結

『接続契約申込み≒共同負担意思表明』と位置付け、接続契約申込み時に補償契約を締結。

一部の事業者が辞退した場合でも、残る事業者で補償契約を締結し、補償義務が発効された中での
再検討実施。

【アクセス検討プロセス（一括検討）での補償契約の早期締結イメージ】

共
同
負
担
意
思
表
明

接
続
契
約
申
込
み 他者

辞退

辞退
無し

≒

技術検討
（再）

締
結

負
担
金
補
償
契
約

技
術
検
討

接
続
検
討

事業性
判断

事業性
判断

B

C) 『解除条件』ルールの設定

プロセス完了までの他事業者辞退に伴って費用変動が生じたことで負担可能上限額を超過し、辞退扱
いとなった場合には、補償契約（補償義務）を解除する条件を設ける。

デポジット

負担可能上限額情報提供

B) 接続検討回答時の情報提供の充実

正しい事業性判断のもと負担可能上限額を申告できるよう、接続検討回答時の情報提供の充実を
図る。（今後詳細検討予定）

A C

第38回広域系統整備委員会資料より抜粋

 前回委員会において、辞退に伴う再検討の繰り返し防止策として、「工事費負担金補償契約の早期締
結」について提案し、以下のご意見を頂いた。

【第3８回委員会】

 工事費負担金補償契約の早期締結は有効だと思うが、補償契約を締結したとしても、履行せずに辞め
ていく事業者もいると考えられる。スポンサーや銀行からの担保を取っておいた方がよいのではないか。

 履行しない事業者には、次回から参加できないなどのペナルティーを設けてもいいのではないか。



7２．一括検討
（補償契約不履行事業者発生時の一括検討での対応について）

連
系
承
諾

接
続
契
約
申
込
み 契約時の

辞退者有

全員契約締結

技術検討
（再）

締
結

負
担
金
補
償
契
約

負
担
金
支
払
期
限

 補償契約締結後の辞退の際、補償義務を果たせず履行できない事業者の発生も懸念される。

 この場合、他の参加事業者に対して追加負担を求めることとなり、増強規模見直しも含めた再検討が必
要となる。

負担金不払いでの辞退

・技術検討の再検討（増強規模見直し含む）
・負担金契約の再締結（負担金の増額）

【補償契約不履行発生後の影響】

補償義務の不履行発生

締
結

負
担
金
契
約

負担金契約時の辞退
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締
結

負
担
金
契
約

２．一括検討
（補償契約不履行事業者発生時の一括検討での対応について）

連
系
承
諾

接
続
契
約
申
込
み 契約時の

辞退者有

全員契約締結

締
結

負
担
金
補
償
契
約

補償契約不履行

技術検討
（再）

再
締
結

負
担
金
契
約

増強工事
実施へ

全事業者
支払完了

（
再
設
定
）

負
担
金
支
払
期
限

増強工事
実施へ

全事業者
支払完了

技術検討
（再） ・・・

追加検討でのプロセス長期化と再検討の繰り返し

再
承
諾

未締結

不払い

負
担
金
支
払
期
限

不払い

未締結

 補償契約不履行に伴い生じる問題は以下の通り。

 再検討及び再契約に期間を要するため、プロセスが長期化

 負担金の増額によるさらなる辞退と再検討の繰り返し（更なるプロセスの長期化）

 後発事業者（同一エリアで次の一括検討への申込者）の接続検討が始められない

【契約不履行に伴う再検討イメージと懸念点】

技術検討
（再）



9２．一括検討
（補償契約不履行事業者発生時の一括検討での対応について）

【未然防止策の検討】

 補償契約不履行の未然防止策として、以下の２案が考えられる。

連
系
承
諾

接
続
契
約
申
込
み 契約時の

辞退者有

全員契約締結

技術検討
（再）

締
結

負
担
金
補
償
契
約

締
結

負
担
金
契
約

負
担
金
支
払
期
限

対策案 内容 評価

【案１】 負担金一
部前払い請求
（追加デポジット）

契約申込み時に、負担金の一部を事
前払いすることを義務化

一定の抑止効果が期待できるが、契約不履行者を完全
に防止することはできない
全ての事業者に求めることは過度な対策となる虞

【案２】 保証書類
等の提出義務化

補償契約締結時に、第３者による保
証を証明する書類の提出を義務化

契約不履行を回避でき、プロセスの長期化とならない
全ての事業者に求めることは過度な対策となる虞

【案1】
負担金

一部前払い

技
術
検
討

【案2】
保証書類の
提出義務化

【未然防止策案（イメージ）】



10２．一括検討
（補償契約不履行事業者発生時の一括検討での対応について）

【契約不履行者への対応の方向性】

 事業者は、負担可能上限額申告と合わせてデポジットを支払い、かつ事前に工事費負担金補償契約を
締結する必要があるため、それぞれの時点でしっかりとした意思決定がされていると考えられる。

 このため、工事費負担金補償契約締結後に契約不履行となるケースは想定できるものの、悪意のある辞
退や恣意的な辞退は考えにくい。

 他事業者への影響回避の観点から一定の合理性はあるものの、このような限定的なケースに備えて、全
ての事業者に予防的な未然防止策を適用するのは、過度な対策とならないか。

以上を踏まえ、未然防止策ではなく、以下のような事後対策を講ずることとしてはどうか。

 工事費負担金補償契約に基づき費用負担を頂くよう必要に応じ法的措置も含め求めていく

 広域機関にて指導・勧告等を行うと共に、当該事業者情報等を公表する

 さらに、当該事業者および関係する事業者が他の一括検討案件に参加する際には、第３者の支払
保証書類等（担保）の提出を義務付ける

 事後対策をルールに明記し事前に周知しておくことで、一定の抑止効果も期待できる。

 万が一、契約不履行者が発生する場合は、再検討を実施する。

 但し、事後対策のみでは、効果が十分でないと判断される場合には、未然防止策の導入を検討していく。
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（参考）電源接続案件募集プロセスの概要

【工事費負担金補償契約（辞退に伴うリスクの低減） 】

 募集プロセスの完了以降に辞退者が発生した場合、工事費負担金の再算定を行って、プロセス辞退者
の負担分を他の優先系統連系希望者が負担する仕組みとすると、辞退者が更に辞退者を発生させ、
工事費負担金再算定を繰り返すことにつながり、結果的に優先系統連系希望者の連系時期が遅延す
ることになる。

 そのため、現行募集プロセスではプロセス完了に際し、『工事費負担金補償契約』として完了以降の辞
退時には共用する予定であった増強工事の費用を負担（補償）する契約を一般送配電事業者と優
先系統連系希望者の間で締結することとしている。

 工事費負担金確定から、原則として、10営業日以内に締結。（期限内に締結しない場合は辞退扱い。
再検討実施）

【プロセス完了】

 一般送配電事業者と全ての優先系統連系希望者との間で工事費負担金補償契約が締結された場
合、募集プロセスが成立としたものとして、同プロセス完了とする。

開
始
申
込
み

応
募

接
続
検
討

入
札

再
接
続
検
討

確
認

共
同
負
担
意
思

契
約
申
込
み

・
公
表

プ
ロ
セ
ス
完
了

開
札

・
公
表

募
集
要
綱
策
定

説
明
会

・
公
表

開
始
の
決
定 辞退

希
望
者
決
定

優
先
系
統
連
系

補
償
契
約

工
事
費
負
担
金

辞退する場合、共用す
る予定であった増強工
事の工事費負担金等
をお支払い（補償）いた
だく。

期限内に締結しない
優先系統連系希望
者（辞退扱い）発生
による再検討

第36回広域系統整備委員会資料より抜粋

２．一括検討
（辞退による繰り返し検討（プロセス長期化）」に対する方策検討）
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３．デポジット（保証金）制の導入について



13３．デポジット（保証金）制の導入について

 これまでの委員会において、デポジット（保証金）の導入に関して、以下のご意見を頂いた。

【第36回委員会】

 辞退者の未然防止を目的としたデポジット制の導入は効果があると思う。

 負担がいくらになるのかわからないのにデポジットを置かなければならないので、どの程度のデポジットにす
るのか、その合理性をどう考えるか等、もう少し検討が必要ではないか。

【第38回委員会】

 負担金や工期について、接続検討よりも技術検討の方が高額・長期化になるケースがあると考えられ
る。そのような場合、事業者が事業性がないと判断した場合、デポジットは返金されるということでよいか。

個別検討 一括検討

接
続
検
討

個
別
検
討
申
込
み

事
業
性
判
断

技
術
検
討

連
系
承
諾

負
担
金
契
約
締
結

接
続
検
討

一
括
検
討
申
込
み

事
業
性
判
断

技
術
検
討

事
業
性
判
断

契
約
申
込
み

締
結

負
担
金
補
償
契
約

連
系
承
諾

負
担
金
契
約
締
結

技
術
検
討(

再
）

契
約
申
込
み

全員契約締結

契約
時の
辞退
者有

デポジット
（保証金）

デポジット
（保証金）
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【デポジット（保証金）の割合設定について】

 現行の電源接続案件募集プロセス（以降、募集プロセス）では、事業者の辞退に伴うプロセス遅延抑
制と他事業者への影響低減の観点から、第１次保証金・第２次保証金として、各々、入札対象工事
の負担額に対する５％を支払いただく仕組みとしている。

 アクセス検討プロセスにおいても事業者辞退による影響低減が必要であることから、現行募集プロセスと
同水準の「５％」としてはどうか。

 その上で、 ５％のデポジットでも途中辞退の未然防止効果が十分でないと判断される場合には、水準
の引き上げを検討することとしてはどうか。

 なお、工事費負担金契約締結前で以下のようなケースにより辞退となる場合は、事業者の責による辞退
ではないと考えられるため、返金する。

 直近で回答された検討結果（負担金額・工期）に比べて、

（費用面）個別検討：負担金が増額する場合

一括検討：負担可能上限額の超過で辞退扱いとなった場合

（工期面）工期が長期化する場合

（その他） 天災地変等、その他不可効力が生じた場合

 これらは各一般送配電事業者の約款改定を要することから、今回の審議結果を踏まえ、今後、関係箇
所と調整する。

３．デポジット（保証金）制の導入について



15３．デポジット（保証金）制の導入について

【方策③】 デポジット（保証金）制の導入

 辞退による影響低減の観点から、アクセス検討プロセスにおいても、現行募集プロセスの「保証金」ルール
の一部を変更し、引き続き導入する。

３．一括検討
（課題「２．辞退による他事業者への影響」に対する方策検討）

電源接続案件募集プロセス 一括検討への適用イメージ

《フロー》 《フロー》

《イメージ》 《イメージ》

再接続
検討

接続
検討

入札
開札

事業者
決定

事業性
判断

事業性
判断

手続き

第2次保証金第1次保証金

技術
検討

契約
申込

接続
検討

事業性
判断

事業性
判断

デポジット

発電A

66kV系統

発電B

154kV
送電線増強 入札対象

入札対象
以外

154/66kV
変圧器１号増強

G
G 発電A

66kV系統

発電B

154kV
送電線増強

154/66kV
変圧器１号増強

G
G

容量
按分

・保証金
(入札金額5％×2回)

デポジット
（負担可能上限額
ベースの一定割合）
【現在検討中】

手続き

変更点１：デポジット対象の拡大
 デポジット（保証金）として負担対象となる共用設備全体に課す仕組みとする。

変更点２：デポジット額の設定
 負担可能上限額をベースとした一定割合の金額とし、その割合については現在検討中。

契約
申込

負担可能上限額負担可能上限額

第38回広域系統整備委員会資料より抜粋
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（参考）電源接続案件募集プロセスの概要

【保証金申受け（辞退に伴うリスクの低減）】

 募集プロセスでは複数の系統連系希望者で増強費用を共同負担することが目的であるため、入札以降、
プロセスを辞退する優先系統連系希望者が発生した場合、プロセス不成立となるリスクが高まる他、工事
費負担金の再算定によるプロセスの遅延が生じ、他の優先系統連系希望者の不利益となる。現行プロ
セスにおいては、これら辞退に伴うリスクを低減する観点から、『保証金』を申し受けるルールとしている。

申受ﾀｲﾐﾝｸﾞ 対象者 目的 保証額

第1次保証金
（入札保証金）

入札時 入札者 入札結果を受け、共同負担意思を
示さず辞退した場合の入札不成立・
プロセス遅延となるリスク低減

入札負担金単価[円/kW]×
最大受電電力[kW]×５％

第２次保証金 共同負担意
思表明時

優先系統連
系希望者

共同負担意思表明後、プロセス完
了までに辞退した場合の入札不成
立・プロセス遅延となるリスク低減

第１次保証金と同額

※第２次保証金の導入は、2017年3月以降に策定した募集要綱が対象。

開
始
申
込
み

応
募

接
続
検
討

入
札

再
接
続
検
討

確
認

共
同
負
担
意
思

諸
契
約
締
結

・
公
表

プ
ロ
セ
ス
完
了

開
札

・
公
表

募
集
要
綱
策
定

説
明
会

・
公
表

開
始
の
決
定

補
償
契
約

工
事
費
負
担
金

第１次保証金
（入札保証金） 第２次保証金

希
望
者
決
定

優
先
系
統
連
系

第36回広域系統整備委員会資料より抜粋

３．デポジット（保証金）制の導入について
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４．アクセス検討プロセスの予見性に関する情報



18４．アクセス検討プロセスの予見性に関する情報

 アクセス検討プロセスが効果的に機能するためには、現在の空容量マップなどの公開情報に加えて、事業者
自らが予見性を確認できる情報が必要になると考えられる。

 これまで情報の公表について、以下のご意見を頂いた。

【第38回委員会】

 繰り返しによる長期化は懸念している。デポジット②設定よりも補償契約の早期締結の方が効果が高い
という印象。効果のポイントとなるのは、負担可能上限額を申告する上で、いかに有効な情報が提供さ
れるかが大事なので、事業者に意見を聞いて頂きたい。



19４．アクセス検討プロセスの予見性に関する情報

情報を利用するタイミング 現在の主な情報 アクセス検討プロセスの主な情報

公開情報

空容量マップ
標準的な単価
流通設備建設計画（供給計画）

空容量マップ
標準的な単価（単価幅の細分化【Ⅰ】）
流通設備建設計画（供給計画）
系統の混雑状況に関する公開情報【Ⅱ】
一括検討に移行するタイミングに関する公開
情報【Ⅲ】

提示情報

閲覧可能情報 発電希望地点付近の系統図 発電希望地点付近の系統図

事前相談
連系制限の有無
直線距離

連系制限の有無
直線距離

個別検討
(随時検討)

接続検討
契約申込み
[提示]

工事概要
概算工事費・工事費負担金概算
所要工期 など

工事概要
概算工事費・工事費負担金概算
所要工期 など

一括検討
(募集
プロセス)

開始～申込締切
までの情報
[公開]

開始決定の公開資料
プロセス毎の募集要綱

(説明会を開催)

一括検討開始時点の情報【Ⅳ】
（増強規模・概算工事費・概算工期等）

標準的な募集要綱(説明会不要)

接続検討
技術検討
[提示]

工事概要
概算工事費・工事費負担金概算
所要工期 など

工事概要
概算工事費・工事費負担金概算
所要工期 など
一括検討の工事概要、申込者の情報【Ⅴ】

(連系点、連系電圧、最大受電電力) など

実施状況[公開] 開始エリア、エリア毎のスケジュール 開始エリア、エリア毎のスケジュール【Ⅵ】

※公開：一般に公開されているウェブサイトや配布等により、広く一般に情報を提供
開示：系統情報公開システム等により、身元確認等の上で情報を提供
提示：系統情報公表を求める個々の要請に応じて、身元確認等の上で窓口において個々に示し説明を実施
公表：公開、開示および提示の総称

 今後、追加する公表情報は以下のとおり。（赤字）



20４．アクセス検討プロセスの予見性に関する情報

【Ⅱ】系統の混雑状況に関する公開情報
【Ⅲ】一括検討に移行するタイミングに関する公開情報

追加・充実する情報

 追加・充実する情報を利用するタイミングは、以下のとおり。

【Ⅵ】一括検討の進行状況の明確化

【Ⅴ】一括検討の接続検討回答内容の充実
【Ⅳ】一括検討開始時点の情報

【Ⅰ】公開情報の充実
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 現状公開している「標準的な単価」について、以下のとおり充実していくこととしたい。

【現状】

 『事前相談』にて、熱容量面から評価した「連系制限の有無」と連系点までの「直線距離」を情報提供。

 広域機関HPにて、過去の工事実績に基づく「標準的な単価」を公開。

【課題】

 現在の「標準的な単価」は、多様な条件の工事を想定したものであり、単価の幅が広く、活用しづらい。

【方策案】 「標準的な単価」の充実

 事業予見性に資する情報提供（事前相談、及び標準的な単価の公開）を今後も継続実施。

 よく使われる仕様について標準的な単価を例示。

【現状の標準的な単価(例：架空線)】

４．アクセス検討プロセスの予見性に関する情報
【Ⅰ】公開情報の充実
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【一括検討開始済の設備一覧(例：送電線)】

※既公開の「空容量マップ」と、新規公開の
「一括検討開始済の設備一覧」のNo.等がリンク

【空容量マップ(例：66kV)】

【エリア図(募集プロセスエリア図相当)】

一括検討エリア 送電線No 送電線名 電圧（kV）

●● ●● ●●線 ●kV

▲▲ ▲▲ ▲▲線 ▲kV

 当該系統が個別検討なのか一括検討なのかについては、事業者の検討手続きや工程に影響する。

 このため、「一括検討開始済の設備一覧」及び関係する「エリア図」を公開していくこととしたい。

４．アクセス検討プロセスの予見性に関する情報
【Ⅱ】系統の混雑状況に関する公開情報の追加

※色付きが一括検討
開始済のエリア

現在公開している情報 追加で公開する情報(イメージ)
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【一括検討に移行するタイミングを事前に予見するための情報】

接続検討No 接続検討
申込日

接続検討
回答日

送電線No 送電線名 自然変動
電源

連系電圧 最大受電
電力

●●（Ｃ） ●年●月●日 ●年●月●日 ●● ●線 ●● ●kV ●MW

▲▲（Ｄ） ▲年▲月▲日 ▲年▲月▲日 ▲▲ ▲線 ▲▲ ▲kV ▲MW

 「一括検討に移行するタイミングを事前に予見するための情報」として、申込者情報を公開していくこととした
い。

 これにより、事業者は希望する系統に空容量内で接続できるか等について、自らで判断できるようになる。

Ｄ Ｅ Ｆ

自分が空容量に入れるかどうか想定するために、前と後ろにどのくらいの利用者が
いるのか知りたい
•空容量に入れない場合、一括検討に移行し、上位系統対策、アクセス線を
新設することで連系

•空容量に入れる場合、個別検討に進み、アクセス線を新設することで連系

ＧＣ
空容量（既公開）

残り○ＭＷ

【参考：予見イメージ】

接続検討
の申込み

▼
契約申込

▼

公開する情報の範囲

a b

連系を検討している系統にどの位
事業者がいるのか知りたい

４．アクセス検討プロセスの予見性に関する情報
【Ⅲ】一括検討に移行するタイミングに関する公開情報の追加

・・・

追加で公開する情報(イメージ)
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４．アクセス検討プロセスの予見性に関する情報

【Ⅳ】一括検討開始時点の情報

【開始決定の公開資料】
対象エリア
暫定的に容量確保する系統及び容量
スケジュール
※後述の「募集プロセスのスケジュール」も公開し、
都度更新

【プロセス毎の募集要綱】
上記公開資料の内容に加え
入札対象工事の概要
（入札対象設備、工事費、工期）
募集容量
標準的なプロセスの流れ

【プロセス毎の説明会資料】
上記募集要綱とほぼ同内容の情報を
説明会用として資料作成の上、説明
※プロセス毎に説明会を開催
（情報提供に時間を要す）

募集プロセスで公開している情報 アクセス検討プロセスで公開する情報(イメージ)

【一括検討開始時点の情報】
対象エリア
暫定的に容量確保する系統及び容量
スケジュール
※後述の「一括検討のスケジュール」も公開し、
都度更新

増強工事の概要
（増強対象設備、工事費、工期）

【一括検討開始以降（１か月後）の情報】
開始時点から変更があった情報を更新
以降、申込量が多く、増強対策の拡大が見
込まれる場合は、必要に応じて都度更新

【標準的な募集要綱】
標準的なプロセスの流れ

アクセス
検討
プロセス
では省略

 一括検討に係る情報については、プロセス開始時点で以下のとおり。現在の募集プロセスで公開している情
報と同等レベルの情報を公開していくこととしたい。
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 一括検討の接続検討の回答内容については、「一括検討全体の工事概要、空容量、工事費」及び「申
込情報」を接続検討回答書に添付することとしたい。

 これにより、事業者は他事業者の辞退も考慮した負担金の相場感を自らで判断できるようになる。

４．アクセス検討プロセスの予見性に関する情報
【Ⅴ】一括検討の接続検討回答内容の充実

154kV

66kV

66kV

33kV

①154/66kV変圧器増強工事
＋50MW（特定15億円、一般5億円）

②66kV ○線一部増強
工事（特定10億円、
一般5億円）

G3

G１～G4が申込電源
（すべて10MW）

③電源線（特定5億円
一般1億円）

【凡例】
A:連系前の空容量
B:増強後の空容量

A: ２MW
B:１２MW

A:１５MW
B: ５MW

工事概要
申込者全員で容量按分した時の負担金

算定式 金額

① 対象工事 15億×(10MW／40MW） 3.75億円

②
その他
供給設備

10億×(10MW／30MW） 3.33億円

③ 電源線 5億×(10MW／20MW) 2.5億円

④
一般負担
上限超過

額

〔5億×(10MW／40MW)
＋5億×(10MW／30MW)
＋1億×(10MW／20MW)〕
―（4.1万円/kW×10MW）
＝▲0.68億円

0億円

合計 ― 9.58億円

【G1に提示する回答】

申込
者

連系
点

最大受電
電力

連系
電圧

自然変動
電源

工事を共有する申込者

① ② ③

Ｇ1 ○○ 10MW 66kV 風力 ○ ○ ○

Ｇ2 △△ 10MW 66kV 太陽光 ○ ○ ○

Ｇ３ □□ 10MW 33kV 太陽光 ○ ○ ―

Ｇ４ ◎◎ 10MW 66kV ― ○ ― ―

【工事概要、空容量、工事費】

【申込者情報】

G4

G1

G2

接続検討回答時に提示する情報(イメージ)
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【一括検討のスケジュール】

 一括検討の進行状況に関しては、現在募集プロセスで公開している情報に加え、前スライドのような申込
者情報や工事概要も公開していくこととしたい。

 これにより、関係する事業者だけでなく今後接続しようとする電源についても、予見性等において有効な情
報になると考えられる。

【募集プロセスのスケジュール】

エリア 主宰 開始決定 募集要綱決定 応募締切 接続検討回答 入札締切 再接続検討回答 プロセス完了

○○ ○○ ○月○日 ○月○日 ○月○日 ○月○日 ○月○日 ○月○日 ○月○日

○○ ○○ ○月○日 ○月○日 ○月○日 ○月○日 ○月○日 ○月○日 ○月○日

４．アクセス検討プロセスの予見性に関する情報
【Ⅵ】一括検討の進行状況を把握できる情報

アクセス検討プロセスで公開する情報(イメージ)

募集プロセスで公開している情報
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 アクセス検討プロセスにおいて、事業者自らが事業性判断が出来るようにするためには、連系点や連系電
圧、最大受電電力など、事業者自身の電源情報が必要となる。

 これらの電源情報は、事業者にとっては競争情報であるため、提供はしたくないが、提供は受けたい情報と
思われる。このため、匿名性を維持しつつ有効な情報を公表していくために、事業者の意見も聞きながら今
後の公表情報の内容や公表方法について検討していくこととしたい。

 また、一般送配電事業者にとっては託送供給等業務に関して知り得た情報（秘密情報として取り扱うべ
き情報）となる。これらの情報の公表にあたっては、各種ガイドラインとの関係を考慮し、関係機関とも連携
しながら対応していく。

４．アクセス検討プロセスの予見性に関する情報
情報の公表に向けた対応
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第29回広域系統整備委員会資料P55

４．アクセス検討プロセスの予見性に関する情報
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５．導入に向けたスケジュールについて



30５．導入に向けたスケジュールについて

2018年度 2019年度 2020
年度中１Ｑ ２Ｑ ３Ｑ ４Ｑ １Ｑ ２Ｑ ３Ｑ ４Ｑ

広域系統
整備委員会

作
業
会

アクセス
検討プ
ロセスの
具体化

公開
情報の
充実

規程類
見直し
(広域機関ルー
ル、託送供給等
約款)

事業者周知

導

入

・現行ルールの課題整理
・検討方法整理(期間、内容、検討料等）

・全体的な業務フロー整理
・関係様式整理 ほか

関係箇所調整 ／ パブコメ ／
文案作成・修正

説明会、HP周知 など
（広域、一送 それぞれ)

半期に1回程度 審議

実施準備

◆今回

・空容量マップの改善整理（都度対応）
・検討状況等情報の公開整理

・システム対応に向けた
スケジュール整理

 各種ガイドライン及び約款等の見直しの可能性があることから、関係箇所との調整も並行して進める。

 必要に応じて、詳細ルール策定前に事業者ヒアリングを実施する。
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第29回広域系統整備委員会資料より抜粋

参考．現行の検討スキームにおける課題点の整理
個別検討ステップの課題整理
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第29回広域系統整備委員会資料より抜粋

参考．現行の検討スキームにおける課題点の整理
電源接続案件募集プロセスの課題整理


